
一般競争入札関係書類チェックシート 

 

件名 令和８年度医療労務管理支援事業           会社名                      

 

方法 № 様式等 期限 提出先 

応札者 

チェック欄 

労働局 

チェック欄 

電子 １ 電子調達参加申込書  別紙９ 

令和８年 

２月１８日 

（午後５

時） 

総務課 □ □ 

紙 ２ 紙入札業者登録票  別紙１０ 総務課 □ □ 

紙 ３ 
電子調達システム案件の紙入札方式での参加に

ついて 別紙６ 
総務課 □ □ 

共通 ４ 競争参加資格確認関係書類 別紙４ 総務課 □ □ 

共通 ５ 競争参加資格証明書 別紙４―別添 総務課 □ □ 

共通 ６ 
誓約書 別紙５ 

（役員等一覧を含む） 
総務課 □ □ 

共通 ７ 
「令和８年度医療労務管理支援事業」総合評価落

札方式による一般競争入札提案申請書 別紙３  

雇用環

境・均等

室 

□ □ 

共通 ８ 

提案書 ７部（原本１部、写し６部） 

写しには会社名、ロゴマークを使用せず提案者が特定できな

いようにする。 

雇用環

境・均等

室 

□ □ 

該当者 ９ 

女性の職業生活における活躍の推進に関する

法律（平成 27 年法律第 64 号。以下「女性活

躍推進法」という。）に基づく認定（えるぼし

認定）に関する基準適合一般事業主認定通知書

※労働時間の基準を満たすものに限る。 

雇用環

境・均等

室 

□ □ 

該当者 １ 0 

女性の職業生活における活躍の推進に関する

法律等の一部を改正する法律（令和元年法第

24 号）による改正後の女性活躍推進法第 12

条に基づく認定（プラチナえるぼし認定）に関

する基準適合認定一般事業主認定通知書 

雇用環

境・均等

室 

□ □ 

該当者 １1 

次世代育成支援対策推進法（平成 15 年法律第

120 号）に基づく認定（くるみん認定、プラ

チナくるみん認定及びトライくるみん認定）に

関する基準適合一般事業主認定通知書 

令和８年 

２月１８日 

（午後５

時） 

雇用環

境・均等

室 

□ □ 



該当者 １2 

青少年の雇用の促進等に関する法律（昭和 45

年法律第 98 号）に基づく認定（ユースエール

認定）に関する基準適合事業主認定通知書 

雇用環

境・均等

室 

□ □ 

該当者 １3 

女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画

策定届（女性の職業生活における活躍の推進に

関する法律に基づく一般事業主行動計画の策

定義務がない事業主で行動計画を策定してい

る場合） 

雇用環

境・均等

室 

□ □ 

該当者 14 

次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業

主行動計画策定届（次世代育成支援対策推進法

に基づく一般事業主行動計画の策定義務がな

い事業主で行動計画を策定している場合） 

雇用環

境・均等

室 

□ □ 

該当者 １5 
「従業員への賃金引上げ計画の表明書」（別紙

７又は別紙８） 

雇用環

境・均等

室 

□  □ 

共通 １ 6 

入札書 別紙１ 

※紙入札の場合は再度入札となることも考慮し、必要

に応じて複数枚の入札書を提出すること。（封筒に何回

目の入札書であるかを明記すること） 

総務課 □ □ 

紙 １ 7 
委任状（代理人が入札する場合。代表者名で入札する

場合は不要）別紙２ 
総務課 □ □ 

紙 １ 8 
開札同意書（開札立会いを希望しない場合） 

別紙１１ 
総務課 □ □ 

 

 

※いずれの書類も持参又は書留等到着が確認できる方法で郵送し提出すること。 

なお、電子調達システムによる場合は、「電子調達参加申込書」及び上記チェックシートの４

から７までの書類はＰＤＦ形式のデータとし、電子調達システムにより送信すること。また、

８～１５の書類は必ず紙媒体にて山口労働局雇用環境・均等室へ提出すること。入札時は電子

調達システムにより入札金額を送信すること。 


